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サイクル関連施設の立地等に係るこれまでの状況

○事業者（電力・日本原燃）は、
「使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウム、
ウラン等を有効利用する核燃料サイクルを確立する」
(参考資料①)

という我が国の基本方針に沿って、核燃料サイクル施設等の立地
に関する地元理解活動を実施。

○事業者―地元自治体間の合意にあたっては、上記基本方針を前
提とした協定・覚書等を締結している。 ３頁
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［青森県との間の核燃料サイクル事業にかかる事項］（参考資料②）
サイクル三施設（再処理施設等）は、長期に亘る理解活動の上で、国
のエネルギー政策、原子力政策に沿う重要な事業との認識のもと、立
地を受諾いただいている。

再処理事業の確実な実施が著しく困難となった場合には、使用済燃
料の施設外への搬出を含めた、適切な措置を講ずることを約束。

むつ市の中間貯蔵施設（ＲＦＳ）は、「使用済燃料を再処理するまでの
間一時貯蔵する施設」として立地を受諾いただいている。

［原子力発電所立地自治体との間の使用済燃料貯蔵等にかかる事項］
（使用済燃料貯蔵容量増強）（参考資料③）
原子力発電所で発生する使用済燃料は、再処理施設へ搬出される前
に、使用済燃料プール等に一時的に保管することを前提としている。

リラッキング等の使用済燃料貯蔵容量の増強にかかるご了解につい
ても、リサイクル資源としての使用済燃料を、再処理施設への搬出前
に一時的に保管することを前提としている。

（プルサーマル計画）（参考資料④）
プルサーマル計画は、国のエネルギー政策である核燃料サイクルの
一環であることのご理解を頂いたうえで実現・推進できたものと認識。



4核燃料サイクルに関する基本方針を変更した際に考えられる影響

○サイクル関連施設の立地・計画の推進にかかる事業者―地元自治体との合意は、
核燃料サイクルの確立という国の基本方針が前提。

基本方針が変更された場合には、白紙の状態から協議することにな
り、困難を極める。

○サイクル政策の直接処分路線への変更や、再処理・直接処分並存への変更と
いった核燃料サイクルに関する基本方針の変更、ないし不透明化は、これまでの
事業者－地方自治体間の合意の前提を否定するものであり、立地の困難性が増
す。

地方自治体からは、国の明確な方針や説明責任を求める声が強ま
る可能性が高い。

○なお、実施主体であるNUMOによる高レベル放射性廃棄物の最終処分場の立
地においても、直接処分への変更ないし不透明化により、立地が更に困難となる
可能性が高い。



5参考資料①-1

原子力政策大綱（平成17年10月11日）より抜粋
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7参考資料①-2

原子力立国計画（平成18年

8月8日）より 抜粋



8参考資料②-１

原子燃料サイクル 基本協定書 抜粋
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9参考資料②-2

再処理事業 覚書 抜粋
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10参考資料②-3

使用済燃料中間貯蔵施設 協定書 抜粋
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参考資料③-1

伊方原子力発電所 安全協定 抜粋
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北海道電力：泊３号（プルサーマル）主要経緯

※ 下記の２年程度前から、自治体、議会議員および各種団体等に対して、世界・ 日本
のエネルギー情勢やプルサーマルを含む核燃料サイクルの必要性などについて説明を
実施。

平成20年 4月18日 安全協定に基づき、北海道および地元４町村（泊村、共和町、
岩内町、神恵内村）に事前協議を申し入れ

5月 7日 道・４町村が有識者検討会議設置（12月14日まで計9回開催）

5月24日 北海道電力主催の地元説明会開催（～25日）

5月30日 道・４町村主催「ご意見を伺う会」開催（～6月1日）

6月16日 北海道電力主催の地元地区別説明会開催（～7月26日）

8月31日 国主催｢プルサーマルシンポジウム｣開催

10月12日 道・４町村主催の公開シンポジウム開催

12月14日 有識者検討会議の最終報告取りまとめ、知事・４町村長に提言

平成21年 1月15日 道議会委員会にて集中審議

3月 5日 道・４町村が事前了解、道から北海道電力に対し８項目の要請

3月 9日 原子炉設置変更許可申請

3月30日 道から国に対し９項目の要望
泊 安全協定 第２条 ⇒ 別紙１

国への要望書 ⇒ 別紙２
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参考資料④

泊３号 プルサーマル
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別紙１

泊原子力発電所 安全協定 抜粋
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14別紙２

泊原子力発電所３号機 プルサーマル計画に関する
北海道知事から国への要望書 抜粋


